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申　　入　　書
第１　申入れの趣旨
　貴委員会は、昨年度の卒業式・周年行事および今年度の入学式において、「君が代」斉唱時の不起立・ピアノ不伴奏等を理由として、懲戒処分を下した３９名の教職員のうち現職の教職員３５名全員に対し、本年７月２１日に「服務事故再発防止研修」の実施を計画し、６月２０日付で、同研修への参加を命じた。
　しかし、同研修を強要および強行することは、以下の第１、第２に示した事由により、全く不当であるため、同研修の実施を即刻中止し、また同時に同研修への参加命令を撤回することを求めるものである。
第２　「服務事故再発防止研修」実施適用の不当性
１　本研修の受講命令を受けた被処分者のうち当会に所属する者（「当方」と称す）は例外なく、同研修の受講命令に対し不同意の意思を有している。
　
２　当方は、本研修の実施根拠とされる懲戒処分（「原処分」という）自体が違憲違法性があり、不当処分であると考えているため、東京都人事委員会に対し不服審査請求を行っている。このような係争中の事案を根拠に、当事者の同意のないままに「研修」を強行することは、学校教育法および教育公務員特例法に定められるところの研修の趣旨から甚だしく逸脱した性格のものとなり、懲罰および二重の処分と同等の意味を有することになる。
３　原処分が人事委員会審理および裁判において撤回された場合、本研修の実施自体が直ちに違法なものとなる。この場合、「研修」参加者に対する損害および、同研修に投入された人的経済的浪費の内容に対して回復措置を取らねばならなくなる。
４　２００４（平成１６）年度に強行実施された「服務事故再発防止研修」については、現在、東京地方裁判所において係争中である。ここで当方は同研修の違憲違法性を主張・立証しているところであるが、同研修が適法か否かについては、将来的に裁判所の判断が示される予定である。このように「研修」自体の適法性が争われている状態で、当事者の同意に基づかない「研修」を実施することは問題がある。
５　本研修は「服務事故再発防止研修実施要綱」に基づいて実施するものとされているが、同要綱は、本件のみならず全ての懲戒処分の事例に対し例外なく適用されてきた経過はない。
要は、この「研修」は悉皆研修ではなく、研修受講対象者は一定の選別を経て決定されてきた経過がある。よって、本研修の実施を回避および当面見合わせることは可能であった。にもかかわらず、上記１、２、３、４の問題に対する配慮もなく研修受講を命じることは著しく合理性を欠いている。
第３　本件処分事件に対する「服務事故再発防止研修」実施の不法性
１　「服務事故再発防止研修」の受講命令発出に対しては、２００４（平成１６）年および２００５（平成１７）年に東京地方裁判所に対し、執行停止の申し立てが行われ、裁判所決定の中で以下のような判示がなされている。
①「･･･研修の意義，目的，内容等を理解しつつ，自己の思想，信条に反すると表明する者に対して，何度も繰り返し同一内容の研修を受けさせ，自己の非を認めさせようとするなど，程度に至るものであれば，そのような研修や研修命令は合理的に許容されている範囲を超えるものとして違憲違法の問題を生じる可能性があるといわなければならない。」（東京地裁１９部・２００４年７月２３日決定）
②「本件研修が、単に職務命令に違反した教職員に対し、その再発防止を目的として指導を行うというにとどまらず､研修の意義、目的、内官等を理解し、職務命令に従う義務があること自体は認めつつ、自己の思想、信条に反することはできないと表明する者に対して、なおも職務命令や研修自体について、その見解を表明させ、自己の非を認めさせようとするなど、その内心の自由に踏み込み、著しい精神的苦痛を与える程度に至るものであるならば、これは、教職員の水準の維持向上のために実施される研修の本質を逸脱するものとして、教職員の権利を不当に侵害するものと判断される余地はある｡」（東京地裁１９部・２００５年７月１５日決定）
２　本件と同一事例の件に関する「服務事故再発防止研修」は、２回以上の処分を受けた者に対しては、その回数分「同一内容の研修」を受けさせ、それに加えて「専門研修」と称する個別研修を付加する形式を取ってきた。これは上記①において「違憲違法の問題を生じる可能性があるといわなければならない。」とされる内容に相当するものとなる。
３　処分回数に関わらず、当方の受講者は、上記②でいうところの「職務命令に従う義務があること自体は認めつつ、自己の思想、信条に反することはできないと表明する者」である。そのような者に「服務事故再発防止研修実施要綱」で示されるところの「反省」を迫る行為は、まさに「自己の非を認めさせようとする」行為であり、「内心の自由に踏み込み，著しい精神的苦痛を与える 」ものであることは明らかで、「研修の本質を逸脱するものとして、教職員の権利を不当に侵害するものと判断される余地はある」。
４　以上のように、現時点で判示されている内容を見ても、本研修の違憲違法性はきわめて濃厚であると言わざるをえない。
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